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●表紙の説明

　東九州自動車道は、九州東海岸の４県を南北に結び九州経済
の21世紀を担う『九州循環型ハイウエイ』として、建設される高
速道路で、福岡県北九州市から鹿児島県鹿児島市までの延長
約436kmであります。
　一瀬高架橋は、大分県津久見ICから佐伯ICの中間付近に位
置し、四方を山で囲まれた山岳地に建設された大型橋梁です。
　質の高い高速道路を低コストで建設、管理していくため、波形
鋼板ウエブを用いたPC箱桁橋が採用されています。ウエブをコン
クリートから波形鋼板に置き換えることにより、上部工死荷重の軽
量化が図られており、内外ケーブル併用により、コスト縮減、工
期短縮が実現できました。

（発注者：西日本高速道路株式会社）

　株主の皆様には格別のご高配を賜り厚く御礼申
し上げます。
　「株主通信」をお手元にお届けするに当たりま
して、一言ご挨拶申し上げます。
　当連結会計年度における国内経済は、収益好調
を背景に企業の投資意欲が堅調なことから、設備
投資の増加基調が続いており、雇用情勢について
も厳しさは残るものの改善に広がりがみられるこ
とや、個人消費も雇用・所得環境の改善をふまえ
明るさがみられるなど、国内民間需要に支えられ
景気の回復が続いております。
　当社の属します建設業界におきましても、企業
業績の底堅さを背景とした設備投資に牽引され、
民間建設投資は好調さを維持しているものの、公
共建設投資は国ならびに地方自治体の厳しい財政
状態を反映して依然として減少が続いており、建
設投資としては前連結会計年度と比較してほぼ横
ばいでありますが、価格競争の激化による落札率
の低下や資材価格の高騰など、少ない建設市場を
巡り経営環境は厳しく、生き残りをかけた熾烈な
競争状態が続いております。
　このような状況の中で、当社グループは「プレ
ストレスト・コンクリート（PC）技術による土木
事業」と「一般建築事業」を２本柱として、当社
の核となるPC技術の応用範囲を一般土木ならびに
一般建築に拡大すべく「シナジープロジェクト」
を立ち上げ、他社との差別化を図るなど幅広い営
業を積極的に展開してきました。また、省力化・
合理化による原価低減と徹底した経費削減にも懸
命の努力をかさねてまいりました。
　しかしながら、土木部門は不採算工事受注を避
けたことにより当期受注・売上が減少し、建築部
門は競争激化による受注額の減により、当連結会
計年度の連結受注高は1,415億12百万円（前期1,516
億52百万円　前期比6.7％減）、連結売上高につき
ましては1,456億74百万円（前期1,540億49百万円　
前期比5.4％減）となりました。
　損益の状況につきましては、連結経常利益は30
億60百万円の損失（前期７億51百万円の利益）と
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減益とならざるを得ませんでした。これは、工事
粗利益の大幅な減少によるもので、土木部門は当
連結会計年度受注・売上の減少に伴うものや海外
工事ならびにJVサブ工事の不採算工事によるもの
であり、建築部門は資材・労務費の高騰による工
事原価への影響と不採算大型物件受注による多額
の工事損失引当金計上等によるものであります。
　また、連結純利益につきましては工場等の減損
損失12億24百万円や貸倒引当金３億90百万円等の
特別損失26億４百万円と繰延税金資産の取崩しに
伴う法人税等調整額37億60百万円を計上した結果、
96億86百万円の損失（前期27億52百万円の損失）
となりました。
　このような厳しい結果でございますが、当期末
の株主配当金につきましては、普通株式１株につ
き５円とさせていただきました。

　今後の建設業を取り巻く環境は、引き続き好調
な国内需要に支えられた民間建設投資は安定した
成長が続くものの、当社の基盤である公共建設投
資はさらに減少する傾向と見込まれ、競争が激化
するものと思われます。加えて公共工事の入札制
度改革、「公共工事の品質の確保の促進に関する
法律」（品確法）の施行によって、従来の価格競
争から価格と品質での総合評価への転換が急速に
進行中であり、建設業自体のあり方が根底から変
化しつつあると思われます。
　当社としては、これらの変化を注意深く見据え
ながら本質のところで勝負できるよう、次の３つ
の課題に取り組んでまいります。
　ひとつは、特徴を持った建設会社であり「強み
で勝負する」ことのできるブランドを確立するこ
とであります。当社の基盤となる中核技術にさら
に磨きをかけるとともに、その周辺技術にも目を
向けて、技術の融合の結実であるシナジープロ
ジェクトを一段と推進していきます。
　次に、建設業の事業モデルが大きく変化する中
で、当社の新しい事業モデルを構築することであ
ります。従来の請負業のやり方に固執せず、流れ

を持った事業に取り組むことや、お客様や協力会
社との関係において契約に基づく透明性の高い関
係をつくっていくなど、従来の感覚を切り替え、
あらゆる面で見直しをかけて、利益の生み出せる
体制を構築してまいります。
　最後に、当社の利益の源泉である現場を生き生
きと働きやすい環境にしていくことであります。
お客様との信頼関係、地球環境の保全、地域社会
への貢献など、全てが現場を通して社会に発信し
ていくものであり、現場第一を貫き安全で高品質
な構造物を提供してまいります。

　平成19年度につきましては前項の課題をふまえ、
経営の改善を積極的に推進するため、次の５点に
重点をおいて取り組んでまいります。

　１．シナジープロジェクトの推進
　他社との差別化を図るべく、PC技術を一般
土木ならびに一般建築に適用したシナジープ
ロジェクトの推進体制を平成18年９月に立ち
上げ、幅広い営業活動を積極的に展開してま
いりました。さらに、これからは土木では橋
梁の上下部一式工事ならびに環境関連工事の
受注の拡大を目指し、建築ではPCaPC元請け
工事の受注に向けて、一層の強化を図ってま
いります。

　２．営業資源の選択と集中
　民間建設投資は好況なものの、当社は公共
建設投資の減少や企業の激しい競争、ならび
に落札率の著しい低下などにより、厳しい環
境下におかれております。その中で、安定した
収益基盤を確立するために、受注の選別、組
織の再編、コア事業の強化に努めてまいります。
１）土木部門
①�技術提案型入札制度に対応する部署と
して本年４月より本社に技術営業推進
室を設置し、技術提案力の向上を図る
とともに、特にPC土木での業界シェ
アーを従来以上に確保します。
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CSR推進体制CSR推進体制

②�独自技術による開発物件（水中コン
ファインド、H型PC杭、ダックスビー
ム等）により受注拡大を図ります。

③�受注環境に適応するべく、全国展開す
る事業内容の再構築として、全国営業
所網を見直しスリム化を図ります。

④�海外事業は、台北とシンガポールの事
務所を閉鎖し、当社グループの事業拠
点のあるインドネシアとベトナムに注
力します。

２）建築部門
①�本年４月より「大型工事の建築本部決
裁」ならびに「業績責任と人事権の中
央集約」体制へ移行し、積算ならびに
審査体制を整え、不採算工事受注の防
止を図ります。

②�首都圏への集中と強化を図るべく、札
幌支店と広島支店は営業拠点のみの体
制とします。

③�企画提案物件、リニューアル物件の営
業強化による受注拡大とPCaPC化によ
るシナジー物件の受注で他社との差別
化を強め利益アップを目指します。

　３．収益改善
　経営のさらなる効率化を進めるとともに、
原価低減と経費削減の徹底ならびに人員の見
直しをさらに推し進め、収益力の改善を図っ
てまいります。
１）土木、建築部門
　計画発注と集中購買によりコストダウン
を行います。特に、土木では橋梁付属物や
労務費、現場管理費、外注費、仮設費での
コストダウン、建築では海外資材、製品等
の利用、外注先の見直し、プレキャスト化
の推進、施工計画の改善等によりコストダ
ウンを図ります。

　　２）工場部門
　工場部門を当社の強みとすべく、現在の

全国10工場体制を抜本的に見直し、競争力
アップを図ります。

　　３）関係会社
　効率的な経営と収益の改善を目指し、関
係会社の再編を図ります。

　４．CSR体制
　当社グループのすべての役員・従業員が
「経営理念と行動指針」を遵守、実践して企
業倫理の確立に取り組み、公正な企業活動を
通じて社会に貢献するとともに、創造的で清
新な企業風土を築くことを目的として、本年
４月よりCSR推進体制を整え、とりわけCSR
の土台であるコンプライアンスの徹底を推進
しております。
　株主、お客様、従業員、取引先、地域社会
等のステークホルダーの満足を得るために、
経営トップをはじめ事業活動に携わる一人ひ
とりが自分の業務と社会との係わりに強い関
心を持って、公明正大の精神を基本に、社会
とのコミュニケーションの促進を図ってまい
ります。

　５．安全意識の徹底
　無事故・無災害を目指し、職場での作業指
示、作業マニュアルに従った安全活動を確実
に実施するとともに、安全審査の徹底とリス
クアセスメントの定着を図ります。

　以上のような取り組みを実施し、中期的な経営
目標としてROA（当期純利益／期末総資産）1.5％
を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましても、何卒ご理解を賜
りまして、今後ともより一層のご支援のほどよろ
しくお願い申し上げます。

　本年４月よりCSR推進体制を整備、下記の体制を構築いたしました。具体的な活動に関しまし
ては、CSR基本活動方針に基づき、各委員会において活動目標・計画を作成し、取り組むことと
しております。なお、活動状況につきましては、CSR報告書（2007年９月発刊予定）に掲載させ
ていただきます。

取締役会

経営会議

CSR委員会
委員長　社長
CSR担当役員

CSR支店委員会 関係会社CSR委員会

CSR推進室

対策本部

監査役会

監査部

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

コミュニケーション委員会

CSRなんでも相談室

CSR推進体制

顧客

当社の考えるステークホルダー

株主

従業員 取引先

地域社会

ピーエス三菱
グループ

全てのステークホルダーの皆様に支持・信頼
される公正で透明な企業風土の確立を進めて
まいります。

ピーエス三菱
グループ
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トピックストピックス

当社では、設計基準強度120MPaの高強度繊
維補強モルタルを用いた塔状構造物（ダックス
ポ－ル）を開発しております。この度、㈳プレ
ストレストコンクリート技術協会より平成18
年度技術協会賞（技術開発部門）を受賞いたし
ました。受賞にあたっては、ダックスポ－ルに
関する技術開発と、ボ－ダフォン株式会社にお
いて初めて採用された携帯電話アンテナ塔の実
績が認められました。
※�ボーダフォン株式会社は、平成18年10月１
日よりソフトバンクモバイル株式会社に商号
変更いたしました。

H型PC杭は、道路擁壁、地下構造物、護岸改修および防水堤防等に適用
され、これまでに６物件の工事実績があります。
一方、国土交通省道路局の重点施策として、立体交差化事業を従来の２
倍のスピードで実施する方針が挙げられており、施工性の優れた工法の開
発が要望されています。立体交差化の１つであるアンダーパスの交差点部
では、道路擁壁を橋台として適用します。その場合、H型PC杭に鉛直支持
力性能が必要となります。
そこで、平成18年度は、H型PC杭の鉛直支持力を確保できる先端処理工
法の開発を行い、鉛直載荷試験によってH型PC杭の鉛直支持力の確認を行
いました。これにより、H型PC杭がアンダーパスの擁壁部ならびに交差点
部への適用が可能となりました。

航空機を駐機する空港エプロン部には、重
荷重に対応可能なPC舗装が使用されています。
埋め立て地に建設された空港のエプロン舗装に
おいては局所的な不同沈下が発生することがあ
り、その箇所に雨水が滞水した状態で航空機
が走行すると、近傍のPC舗装版接合部（目地）
から水や路盤内の材料が上方に噴き上がる現
象（ポンピング）が生じることがあり、場合に
よっては航空機の運航に支障を来すことがあり
ます。本構造は、接合部近傍のPC版をPC版下
に配置された枕版と締結ボルトにて一体化する
ことにより、上記に示す問題を解決するもので
す。本構造の開発は国土交通省国土技術政策総
合研究所 空港施設研究室との共同研究により
行われ、その性能は要素試験ならびに航空機荷
重による走行試験により確認されました。

空港PC舗装版端部のポンピング防止構造の開発

ダックスポ－ル　PC技術協会賞受賞 H型PC杭の支持力確保工法の開発
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トピックストピックス

袋詰脱水処理工法（エコチューブ）は、脱水過程において袋内面に
形成される泥膜のろ過機能により、土壌に吸着しているダイオキシン
類等の環境汚染物質を袋内に封じ込めことができる技術です。当社で
は、この袋詰脱水処理工法において効率的で周辺環境に配慮した施工
システム（スパッドシステム）を開発しました。同システムは、充填
土砂前処理設備、泥土計測装置を有すると共に周辺環境を汚さない専
用の充填装置を装備したシステムです。
これにより、従来手法より２倍以上の量産化、クローズド施工が可

能となり、ダイオキシン類などの環境汚染物質を対象とした作業にお
いて作業員の被曝防止および二次拡散防止対策機能が充実したシステ
ムとなっています。

袋詰脱水処理工法における環境対応型量産施工システムの開発

プレキャスト鉄筋コンクリート（PCaRC）橋脚は、
工場製品である高品質なPCa部材を現地で組み立て
て構築するため、施工スペースおよび施工期間に制
限のある都市内のオーバーパスへの適用を目的とし
て開発しています。本構造は、PCa接合面に1N/mm2
程度のプレストレスを導入し、PCa部材のシース孔
にモルタルを充填した後、主鉄筋を挿入するPCaRC
構造を採用しています。平成18年度は、PCaRC構造
をオーソライズするため、PCa部材の接合部のせん
断伝達耐力の性能確認試験を実施しました。平成19年度は、スケールモデルでのPCa橋脚の性能確認試
験を独立行政法人土木研究所と共同研究を行い、PCaRC橋脚の実用化を目指します。

当社が研究開発を重ねてきた高層PCaPC架構は、
復元性に優れている反面、変形に伴う履歴エネルギー
の消費が他構法に較べて小さいことから、地震動時
における応答変形が幾らか大きくなるという問題点
を有していました。これらの問題を効果的に解決す
るために、PCaPC架構に組み入れるための高減衰ゴ
ムを用いたPCaPC制震壁の開発試験を実施しました。
これら一連の力学的試験よりPCaPC制震壁の特性を
確認し、PCaPC架構および制震壁に損傷を与えるこ
となく、地震動におけるPCaPC架構の変形エネル
ギーを効果的に消費する制震システムを開発しまし
た。

プレキャスト鉄筋コンクリート橋脚の開発

高減衰ゴムを用いたPCaPC制震壁の開発
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　第二名神高速道路は、21世紀の日本を支える“高規格幹線道
路網”の根幹として建設される高速道路で、愛知県名古屋市と
兵庫県神戸市間の約174㎞を結びます。
　栗東橋は、第二名神の大津JCTと信楽ICの中間付近に位置し、
琵琶湖南東の急峻な山岳地域に建設される大規模橋梁です。架
橋地点は、西側に隣接する栗東トンネル坑口側の斜面が急峻で
あり、かつ希少種植物が生育しています。これら地形的条件お
よび環境保護の観点から、斜面上の橋脚設置を避け、側径間の
長い支間割となっています。
　この結果、長大支間に適用可能なPCエクストラドーズド橋が
選定され、さらに死荷重の軽減や施工性改善、品質向上、維持管理の容易さから、近年新技術として着目
されている全外ケーブルによる波形鋼板ウェブ構造が採用されています。

第二名神高速道路　栗東橋（PC上部工）工事（滋賀県）

　本工事は、大阪府高槻市北部の眺望が美しい高台（標高
約85ｍ）に位置しています。また、塚原古墳群（６世紀～
７世紀）の一角にあるため、工事着手前に６箇所の古墳調
査が行われました。
　工事内容は、造成開発面積85,517㎡、区画数441区
画（約100㎡/区画）、土工事　切土　230,000ｍ3、盛土　
42,000ｍ3、擁壁、用排水、道路、公園等の造成工事です。
　この地区は道路の幅員が狭く工事車両の通行経路にも制
約があったので交通事故の防止に心がけるとともに 、民
家が隣接していることから騒音、振動、埃等の環境面にも

配慮し、周辺住民への迷惑を極力抑えるように細心の注意を払いました。その結果、約２年の工期を無事
故無災害で完工することができました。そして、お客様のニーズに合うような品質、出来映えにも尽力し、
工事完了時には全区画が完売され、施主にも大変満足して頂けました。

富士タウン高槻造成工事（大阪府）

完成工事（土木）完成工事（土木）

　刈屋橋は、高知自動車道の新宮IC（愛媛県）と大豊IC（高知
県）の中間付近に位置し、県道川之江大豊線および川奥谷川を横
架する橋長517m（刈屋橋北286.0m、刈屋橋南231.0m）の道路
橋です。架橋地点の交差条件により最大支間は73.0mとなり、縦
断線形から橋脚高さは最大で35.0mとなっています。
本橋の特徴として
　　・波形鋼板ウェブ箱桁橋に内外併用ケーブルを採用
　　・波形鋼板に耐候性鋼材（促進処理）を使用
　　・波形鋼板同士はボルト接合
　　・�波形鋼板ウェブと床版の接合に上床版はツインパーフォン

ドリブ、下床版はパーフォボンドリブ＋スタッドを採用
となっています。

高知自動車道（四車線化）刈屋橋（PC上部工）工事（高知県）

　本工事は鯉沢バイパス（一般国道17号、４車線化、5.5kmのバイパ
ス）内の橋梁であり、渋川市と旧子持村との境目に位置する橋長240m
の４径間連続PC箱桁橋です。本工事周辺は休日等において観光交通に
よる渋滞が恒常的になっており、渋滞解消を目的としたバイパスとなっ
ています。吾妻新橋は片持張出架設工法（ヤジロベー工法とも呼ばれて
います）で計画され、渇水期（11月〜翌年５月までの７ヶ月間）２回で
の工期を含んでいましたが側径間の先行施工や張出施工のサイクル日
数短縮を実現させ１回の渇水期内において主桁を完成させました。また、
隣接する橋梁（供用中：平成６年完成、当社施工）との隙間30cmと狭
小なスペースの中安全に完工しました。本工事は平成18年12月に完工
し、鯉沢バイパス４車線化は平成19年度末の開通予定となっています。

鯉沢バイパス吾妻新橋上部工事（群馬県）

　北陸新幹線は、東京から長野および北陸の主要都市を経由し、新
大阪に至る延長700kmの路線です。このうち、小坂BL他工事は、石
川県金沢市内のRC高架橋 16連（720m）、RCT桁 20連（208m）お
よびPC箱桁 １連（205m）で構成される延長約1.2kmの上下部一式
工事です。基礎形式は、RC高架橋区間はオールケーシング工法によ
る場所打ちRC杭（φ1.5m 106本、φ1.8m 121本）、PC箱桁区間は
オープンケーソン（7.0m×5.0m ３基）により施工しました。上部
構造では、４径間連続PC箱桁において、固定支保工を併用した移動
作業台車を使用して施工したことが特徴としてあげられます。

北陸新幹線　小坂BL他工事（石川県）
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筑西しもだて合同庁舎（茨城県）

完成工事（建築）完成工事（建築）

「プレキャストプレストレストコンクリート（PCaPC）工法」＋
「免震構造」を採用した地上19階建、146戸の分譲マンションです。
柱・梁のプレキャスト（PCa）部材は自社工場で製作し、PCaPC工
法の設計・施工の大型物件を実現させました。PCaPC工法を採用す
ることで、施工品質の向上や環境負荷の低減とともに現場作業の省
力化を図り、在来工法に比べ工期を約５ヵ月間短縮することが可能
となりました。また免震装置の設置により、地盤から建物への地震
入力を低減できる為、大地震時に殆ど被害を及ばさない安全な建物
です。

ウェリスガーデン千葉みなと公園（千葉県）

工業団地内にある小型電化製品の試作モデルを製
作する事務所兼工場で鉄骨（S）造４階建です。
工場では24時間体制でコンピューター制御によ

る作業が行われ、新製品モデルを取り扱うことから
セキュリティを考慮した動線計画としています。外
観は金属的な色彩に赤いラインを入れた工業デザイ
ン事務所です。従業員の憩いの場としてファミリー
レストランをイメージした食堂スペースやバーベ
キューなどのレクリエーションも行える屋上スペー
スが配慮されています。

九州看護福祉大学（熊本県）

熊本県玉名市に位置する九州看護福祉大学は、「こ
ころの豊かな看護と福祉」の人材育成を目指し看
護学科、社会福祉学科をもって平成10年４月に開
校しました。平成18年にリハビリテーション学科
を新設し、当社の施工で講義棟（鉄筋コンクリー
ト（RC）造３階建）と食堂棟（鉄筋コンクリート
（RC）造３階建）の２棟を同時進行で建設しました。
既存校舎との調和を図った外観はシンプルさを強調
し、講義棟は理学療法士育成のため高度な実習設備
を備えた施設です。

南デザイン㈱新社屋（東京都）

茨城県筑西市（旧下館市）のシビックコア整備計
画の一環として国土交通省関東地方整備局の設計監
理、㈱松田平田設計の設計、当社の施工による建物
です。構造は鉄筋コンクリート（RC）造で、公共事
務所部分には当社得意分野の現場打ちプレストレス
トコンクリート工法を取り入れた梁により大規模空
間を確保しました。鉄骨（S）造のカーテンウォール
を使用したエントランス吹抜けは開放的で明るい空
間を演出しています。地域のシンボルとして計画さ
れ、シビック広場が憩いの場として隣接しています。
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損益計算書（連結）

期別
科目

第 58 期
自平成17年４月１日
至平成18年３月31日

第 59 期
自平成18年４月１日
至平成19年３月31日

売 上 高
完 成 工 事 高 154,049 145,674

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 141,329 137,512

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 12,719 8,162

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,022 11,121
営 業 利 益 696 −
営 業 損 失 − 2,959
営 業 外 収 益 279 194
受 取 利 息 ・ 配 当 金 50 55
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 46 −
そ の 他 営 業 外 収 益 183 138

営 業 外 費 用 224 295
支 払 利 息 113 196
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 − 7
そ の 他 営 業 外 費 用 111 91
経 常 利 益 751 −
経 常 損 失 − 3,060
特 別 利 益 120 109
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 36 88
信 託 受 益 権 売 却 益 65 −
投 資 有 価 証 券 売 却 益 − 6
そ の 他 特 別 利 益 18 14

特 別 損 失 2,614 2,604
固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 18 7
減 損 損 失 2,332 1,224
退 職 特 別 加 算 金 187 217
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 34 390
課 微 金 等 − 440
本 社 ・ 支 店 移 転 費 用 − 222
そ の 他 特 別 損 失 41 102
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,742 5,555
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 236 340
法 人 税 等 調 整 額 768 3,760
少 数 株 主 利 益 5 29
当 期 純 損 失 2,752 9,686

貸借対照表（連結）

期別
科目

第 58 期 期 末
（平成18年３月31日）

第 59 期 期 末
（平成19年３月31日）

（資産の部）

流 動 資 産 98,883 84,645

現金及び預金 14,491 10,870

受取手形・完成工事未収入金等 56,442 48,839

未成工事支出金 18,813 17,514

その他たな卸資産 2,024 1,137

繰 延税金資産 743 11

未 収 入 金 5,595 5,457

その他流動資産 1,003 1,049

貸 倒 引 当 金 △� 231 △� 234

固 定 資 産 25,456 20,757

有 形固定資産 16,413 15,067

建物・構築物 3,667 2,944

機械・運搬具・工具器具備品 1,757 1,385

土 地 10,964 10,731

建 設 仮 勘 定 25 6

無形固定資産 99 71

投資その他の資産 8,943 5,618

投資有価証券 4,067 3,555

長 期 貸 付 金 156 107

破産債権、更生債権等 3,254 3,209

繰 延税金資産 2,737 39

そ の他投資等 1,959 2,258

貸 倒 引 当 金 △� 3,230 △� 3,552
資 産 合 計 124,340 105,403

期別
科目

第 58 期 期 末
（平成18年３月31日）

第 59 期 期 末
（平成19年３月31日）

（負債の部）
流 動 負 債 85,970 78,078
支払手形・工事未払金等 47,265 43,238
短 期 借 入 金 18,204 16,523
未 払法人税等 190 323
未成工事受入金 15,685 11,937
賞 与 引 当 金 383 327
完成工事補償引当金 128 181
工事損失引当金 320 2,259
その他流動負債 3,792 3,287
固 定 負 債 9,065 8,247
長 期 借 入 金 102 −
退職給付引当金 6,166 5,384
役員退職慰労引当金 478 397
繰 延税金負債 − 172
再評価に係る繰延税金負債 2,294 2,255
その他固定負債 24 36

負 債 合 計 95,036 86,325
（少数株主持分）
少数株主持分 55 −
（資本の部）

資 本 金 4,218 −
資 本 剰 余 金 8,780 −
利 益 剰 余 金 15,391 −
土地再評価差額金 204 −
株式等評価差額金 852 −
為替換算調整勘定 △� 140 −
自 己 株 式 △� 58 −
資 本 合 計 29,248 −
負債、少数株主持分及び資本合計 124,340 −
（純資産の部）
株 主 資 本 − 17,658
資 本 金 − 4,218
資 本 剰 余 金 − 8,780
利 益 剰 余 金 − 4,718
自 己 株 式 − △� 59

評価・換算差額等 − 1,321
その他有価証券評価差額金 − 599
土地再評価差額金 − 851
為替換算調整勘定 − △� 129

少数株主持分 − 97
純 資 産 合 計 − 19,077
負債・純資産合計 − 105,403

（ 　 　 　 　 　 ）

連結決算の概要連結決算の概要

（単位：百万円）（単位：百万円）

（ 　 　 　 　 　 ）

株　主　資　本 評価・換算差額等
少数

株主持分
純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式 株主

資本合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高 4,218 8,780 15,391 △� 58 28,331 852 204 △� 140 916 55 29,304
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（注） △� 162 △� 162 － △���� 162
剰余金の配当 △� 162 △���� 162 － △���� 162
役員賞与（注） △� 15 △��� 15 － △��� 15
当期純損失 △������ 9,686 △������ 9,686 － △������ 9,686
自己株式の取得 △� 0 △�� 0 － △�� 0
自己株式の処分 0 0 0 － 0
土地再評価差額金取崩額 △���� 647 △� 647 － △� 647
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） － △� 253 647 11 404 42 447

連結会計年度中の変動額合計 － 0 △�10,673 △� 0 △�10,673 △� 253 647 11 404 42 △�10,226
平成19年３月31日　残高 4,218 8,780 4,718 △� 59 17,658 599 851 △� 129 1,321 97 19,077

株主資本等変動計算書（連結）
（単位：百万円）第59期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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損益計算書（単体）

期別
科目

第 58 期
自平成17年４月１日
至平成18年３月31日

第 59 期
自平成18年４月１日
至平成19年３月31日

売 上 高 144,124 133,989
完 成 工 事 高 140,468 129,076
兼 業 事 業 売 上 高 3,655 4,912

売 上 原 価 132,784 127,243
完 成 工 事 原 価 129,240 122,586
兼 業 事 業 売 上 原 価 3,543 4,657

売 上 総 利 益 11,339 6,745
完 成 工 事 総 利 益 11,227 6,490
兼 業 事 業 総 利 益 112 255

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,792 9,676
営 業 利 益 546 −
営 業 損 失 − 2,930
営 業 外 収 益 312 288
受 取 利 息 ・ 配 当 金 169 144
そ の 他 営 業 外 収 益 143 143

営 業 外 費 用 202 275
支 払 利 息 106 182
支 払 保 証 料 50 37
そ の 他 営 業 外 費 用 45 54
経 常 利 益 656 −
経 常 損 失 − 2,917
特 別 利 益 110 92
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 33 85
信 託 受 益 権 売 却 益 65 −
投 資 有 価 証 券 売 却 益 − 6
そ の 他 特 別 利 益 11 0

特 別 損 失 2,635 3,083
固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 1 4
減 損 損 失 2,222 1,169
退 職 特 別 加 算 金 187 217
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 164 697
関 係 会 社 株 式 評 価 損 26 252
課 徴 金 等 − 440
本 社 ・ 支 店 移 転 費 用 − 222
そ の 他 特 別 損 失 33 79
税 引 前 当 期 純 損 失 1,869 5,908
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 161 146
法 人 税 等 調 整 額 721 3,746
当 期 純 損 失 2,751 9,800
前 期 繰 越 利 益 2,808 −
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △� 512 −
中 間 配 当 額 162 −
当 期 未 処 理 損 失 617 −

貸借対照表（単体）

期別
科目

第 58 期 期 末
（平成18年３月31日）

第 59 期 期 末
（平成19年３月31日）

（資産の部）
流 動 資 産 95,006 79,766

現 金 及 び 預 金 12,871 8,996

受 取 手 形 6,175 2,846

完成工事未収入金 46,986 42,052

販 売 用 不 動 産 316 70

未 成 工 事 支 出 金 17,773 16,883

仕 掛 品 1,121 490

兼 業 事 業 支 出 金 0 －

材 料 貯 蔵 品 175 193

短 期 貸 付 金 2,798 2,055

前 払 費 用 190 173

繰 延 税 金 資 産 732 －

未 収 入 金 5,677 5,504

そ の 他 流 動 資 産 605 727

貸 倒 引 当 金 △� 418 △� 228

固 定 資 産 24,035 19,647

有 形 固 定 資 産 14,947 13,693

建 物 ・ 構 築 物 3,113 2,400

機 械 ・ 運 搬 具 924 585

工 具 器 具 ・ 備 品 274 305

土 地 10,626 10,396

建 設 仮 勘 定 9 6

無 形 固 定 資 産 86 59

投資その他の資産 9,001 5,893

投 資 有 価 証 券 3,376 2,967

関係会社株式・関係会社出資金 1,280 1,203

長 期 貸 付 金 345 1,255

破産債権、更生債権等 2,671 2,616

繰 延 税 金 資 産 2,467 －

そ の 他 投 資 等 1,649 1,292

投 資 損 失 引 当 金 △� 76 △� 76

貸 倒 引 当 金 △� 2,713 △� 3,366
資 産 合 計 119,042 99,414

期別
科目

第 58 期 期 末
（平成18年３月31日）

第 59 期 期 末
（平成19年３月31日）

（負債の部）
流 動 負 債 81,789 73,166
支 払 手 形 19,484 17,705
工 事 未 払 金 24,841 22,572
短 期 借 入 金 17,793 16,075
未 払 金 410 276
未 払 費 用 256 663
未 払 法 人 税 等 147 165
未 払 消 費 税 等 − 193
未 成 工 事 受 入 金 15,087 11,631
預 り 金 2,937 1,093
賞 与 引 当 金 331 279
完 成 工 事 補 償 引 当 金 123 173
工 事 損 失 引 当 金 316 2,258
そ の 他 流 動 負 債 61 79
固 定 負 債 8,766 8,151
長 期 借 入 金 102 −
繰 延 税 金 負 債 − 389
退 職 給 付 引 当 金 5,954 5,167
役員退職慰労引当金 403 317
再評価に係る繰延税金負債 2,294 2,255
そ の 他 固 定 負 債 10 22
負 債 合 計 90,555 81,318

（資本の部）
資 本 金 4,218 −
資 本 剰 余 金 8,780 −
資 本 準 備 金 8,780 −
その他資本剰余金 0 −
自己株式処分差益 0 −

利 益 剰 余 金 14,488 −
利 益 準 備 金 506 −
任 意 積 立 金 14,600 −
別 途 積 立 金 14,600 −
当 期 未 処 理 損 失 617 −
土地再評価差額金 204 −
株式等評価差額金 853 −
自 己 株 式 △� 58 −
資 本 合 計 28,487 −
負 債 及び資 本 合 計 119,042 −
（純資産の部）

株 主 資 本 − 16,642
資 本 金 − 4,218
資 本 剰 余 金 − 8,780
資 本 準 備 金 − 8,780
その他資本剰余金 − 0
自己株式処分差益 − 0

利 益 剰 余 金 − 3,701
利 益 準 備 金 − 506
その他利益剰余金 − 3,195
別 途 積 立 金 − 13,000
繰越利益剰余金 − △� 9,804

自 己 株 式 − △� 59
評価・換算差額等 − 1,453
その他有価証券評価差額金 − 601
土地再評価差額金 − 851
純 資 産 合 計 − 18,095
負 債 ・ 純 資 産 合 計 − 99,414

単体決算の概要単体決算の概要

（単位：百万円） （単位：百万円）

（ 　 　 　 　 　 ） （ 　 　 　 　 　 ）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高 4,218 8,780 0 8,780 506 14,600 △� 617 14,488 △� 58 27,429 853 204 1,057 28,487
当期中の変動額
別途積立金の取崩（注） － △������1,600 1,600 － － － －
剰余金の配当（注） － △� 162 △� 162 △� 162 － △���� 162
剰余金の配当 － △� 162 △� 162 △� 162 － △� 162
役員賞与（注） － △� 15 △� 15 △� 15 － △� 15
当期純損失 － △�9,800 △�9,800 △�9,800 － △�9,800
自己株式の取得 － － △�� 0 △� 0 － △� 0
自己株式の処分 0 0 － 0 0 － 0
土地再評価差額金取崩額 － △���� 647 △� 647 △� 647 － △� 647
株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額） － － － △���� 251 647 395 395

当期中の変動額合計 － － 0 0 － △� 1,600 △� 9,186 △�10,786 △� 0 △�10,787 △� 251 647 395 △�10,391
平成19年３月31日　残高 4,218 8,780 0 8,780 506 13,000 △� 9,804 3,701 △� 59 16,642 601 851 1,453 18,095

株主資本等変動計算書
（単位：百万円）第59期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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◆商　　号	 株式会社ピーエス三菱

	 P.S. Mitsubishi Construction Co., Ltd.

◆設　　立	 昭和27年3月1日

◆資 本 金 	4,218,500,000円

◆従業員数	 単体：1,684人

	 連結：2,154人

◆本社・支店

本 社

札 幌 支 店

東 北 支 店

北 陸 支 店

東 京
土 木 支 店

東 京
建 築 支 店

横 浜 支 店

名古屋支店

大 阪 支 店

広 島 支 店

九 州 支 店

〒104�����−����8215
東京都中央区晴海二丁目５番���24�号
（03）6385�����−����9111
〒060－0003
北海道札幌市中央区北三条西二丁目６番　札幌MTビル
（011）219−7666
〒980－0811
宮城県仙台市青葉区一番町一丁目８番１号　東菱ビル
（022）223−8121
〒920－0031
石川県金沢市広岡一丁目５番23号　金沢第一ビル
（076）234－9111
〒104�����−����8572
東京都中央区晴海二丁目５番���24�号
（03）6385�����−����9511
〒104�����−����8572
東京都中央区晴海二丁目５番���24�号
（03）6385�����−����9611
〒231－0032
神奈川県横浜市中区不老町二丁目８番　不二ビル
（045）641－2771
〒460－0002
愛知県名古屋市中������������������������区�����������������������丸の内一丁目17番19号�����������　����������キリックス丸の内ビル
（052）221－8486
〒530－6027
大阪府大阪市北区天満橋一丁目８番30号　OAPタワー
（06）6881－1170
〒730－0036
広島県広島市中区袋町４番25号　明治安田生命広島ビル
（082）240－7011
〒810－0072
福岡県福岡市中央区長浜二丁目４番１号　東芝福岡ビル
（092）739－7001

◆発行��������������� 可能������������� 株式総数	 11,000万株

◆発行済株式の総数	 4,003万7,429株

◆株主数	������ 6,372�名

◆大株主

株����　���主��　�名 持����　���株��　�数 議決権 ��比率
三菱マテリアル株式会社 15,945,496�株 40.01％
太平洋セメント株式会社 4,491,300 11.27
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,990,661 4.99
株式会社三菱東京�����UFJ��銀行 1,990,067 4.99
住友電気工業株式会社 1,834,800 4.60
岡山県 839,740 2.10
ピーエス三菱従業員持株会 682,795 1.71
三菱商事株式会社 627,405 1.57
三菱地所株式会社 496,098 1.24
日興シティ信託銀行株式会社投信口 400,700 1.00
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日経平均株価（終値）
ピーエス三菱株価
ピーエス三菱売買高

1 2 3 4 5 6
平成 17年 平成 18年 平成 19年

7 8 9 10 11 12 1 2 3 10 11 12 1 2 34 5 6 7 8 9

◆日経平均株価・株価・売買高の推移（東京証券取引所）

◆所有者別株式保有状況

0.30％

14.96％
14.82％

■ 政府および地方公共団体
■ 金融機関
■ 証券会社
■ その他の法人
■ 外国法人等
■ 個人・その他

2.29％

1.36％

66.27％

代表取締役社長 延 増 喬 史
代表取締役副社長 勝 木 恒 男
取 締 役 風 間 　 徹
取 締 役 本 野 　 晃
取 締 役 松 下 基 生
取 締 役 杉 本 武 司
取 締 役 久 保 敬 三
取 締 役 野 村 貞 廣
取締役（社外） 森 川 一 雄
取締役（社外） 関 收
取締役（社外） 清 川 浩 男
監 査 役 後 藤 直 行
監 査 役 松 本 好 男
監 査 役 藤 﨑 英 憲
（注）�����������������������������������������������������������取締役の森川一雄、関　收、清川浩男の３氏は、会社法第２

条第15号に定める社外取締役であります。
監査役後藤直行および監査役松本好男の両氏は、会社法第２
条第16号に定める社外監査役であります。

※社 長 執 行 役 員 延 増 喬 史
※副社長執行役員 勝 木 恒 男
※専 務 執 行 役 員 土木本部・環境安全・品質管理担当 風 間 　 徹
常務執行役員 土木本部担当 常 陸 壯 介
常務執行役員 大阪支店長 小 林 勤 一
常務執行役員 土木本部担当 高 野 　 彬
常務執行役員 東北支店長 阿 部 銀 二

※常 務 執 行 役 員 社長室長兼管理本部長・ＣＳＲ担当 本 野 　 晃
※常 務 執 行 役 員 建築本部長 松 下 基 生
※常 務 執 行 役 員 土木本部長 杉 本 武 司
執 行 役 員 九州支店長 吉 田 康 幸

※執 行 役 員 建築本部副本部長・海外事業担当 久 保 敬 三
執 行 役 員 東京土木支店長 古 賀 尚 宏

※執 行 役 員 技術本部長 野 村 貞 廣
執 行 役 員 海外事業部長 猪 俣 　 明
執 行 役 員 建築本部副本部長 綿 村 正 明
執 行 役 員 東京建築支店長 田 中 　 哲
執 行 役 員 土木本部副本部長 武 藤 克 彦
執 行 役 員 土木本部副本部長 辻 治
執 行 役 員 建築本部副本部長 小 野 寺 　 　 　 哲
執 行 役 員 建築本部副本部長 宍 戸 　 勝
執 行 役 員 管理本部副本部長 麻 生 博 文
執 行 役 員 広島支店長 蔵 本 　 修
執 行 役 員 名古屋支店長 森 　 拓 也

会社情報会社情報 株式除法株式情報

取締役および監査役

執行役員（※は取締役兼務）

（平成19年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

◆役員（平成19年６月28日現在）



コーポレートマーク
　���������������������生命の神秘である植物の発芽がモチーフです。
発芽は、力強い成長を意味し、新分野・新領域
の開拓を表現しています。
　�����������������������また、オレンジが大地（＝土木）、ブルーが空（＝
建築）、全体で地球をイメージして、自然と共生
する企業を具象化しています。

■事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

■定時株主総会 6月

■同総会議決権行使株主確定日 3月31日

■期末配当金支払株主確定日 3月31日

■中間配当金支払株主確定日 9月30日

■公告方法 日本経済新聞

■株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

■事務取扱場所 〒100−8212
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

（電話お問合せ・郵便物送付先）
〒137−8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120−232−711 （フリーダイヤル）

■同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

■単元株式数 100株

株主メモ

この印刷物は、有機溶剤等を使用しない環境に
やさしい「水なし印刷」で印刷し、「大豆油イン
キ」を使用しております。また、針金を使わずに
製本しております。

A05

地球環境に配慮した大豆油  
インキを使用しています 

古紙パルプ配合率100％再生紙を使用


